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　活発化した梅雨前線の影響で、7月3日
から九州地方を中心とした広い範囲で大雨
となりました。この大雨によって、全国合
計で住居の全壊587棟、半壊145棟、一
部破損349棟、床上浸水7,880棟、床下
浸水7,103棟（7月20日時点、内閣府発表）
に及ぶ甚大な被害が発生しました。
　この令和2年7月豪雨により被災された
皆様に、心よりお見舞い申し上げますとと
もに、尊い命を落とされた皆様のご冥福を
お祈り申し上げます。
　NGP日本自動車リサイクル事業協同組
合では、熊本県南部を流れる球磨川が決壊
した7月4日、いち早く対策本部を設立す
ることを決め、大きな被害が発生した熊本
県人吉市近辺にヤードを設置する方針で情
報収集を開始しました。そして9日には人
吉市に人吉ヤードを、15日には福岡県筑
後市に長浜ヤードを設置し、被災車両の引
き取りをスタートしています。
　2020年九州豪雨対策本部では統括本部
長を藤原庸正副理事長、九州本部長を斎木
崇司理事、人吉ヤードの責任者を伊地知志
郎氏（NGP九州支部所属、(株)オートパー
ツ伊地知・社長）、長浜ヤードの責任者を

中島邦晃氏（NGP九州支部所属、(有)オー
トリサイクルナカシマ福岡・社長）が務め、
各ヤードでは組合員幹部・スタッフ及び
NGP協同組合本部職員があいおいニッセ
イ同和損害保険(株)などからの依頼を受け
て、被災車両の引き取りを進めています。
　なお、新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点から全国の組合員を被災地に集める
ことはせず、各ヤードではヤード近くに拠
点を持つ組合員と本部職員が業務にあたっ
ています。また、ヤードから離れた車両の
引き取り依頼に対しては、引き取り場所に
近い組合員が現地に伺い、自身の会社に車
両を持ち帰ることで対応しています。
　さらに復興支援活動を開始するに当たり、
次の新型コロナウイルス対策を策定してお
り、それらを順守して作業に臨んでいます。

＜車両引き取りに訪問する際の対策＞
❶マスクを着用して訪問します。
❷消毒用アルコールと除菌ペーパーを携帯
します。
❸面談時、ソーシャルディスタンスを保持
します（最低でも1ｍ以上）。
❹正面で向かい合っての会話はなるべく回

避します。
❺サイン等をお願いするときは、お客様の
目の前でボールペンを消毒し手渡します

（携帯用アルコールまたは除菌ペーパー等
を使用のこと）。

＜ヤード内での対策＞
❶マスクを着用して作業します。
❷毎朝の検温。
❸仮設事務所の消毒の徹底。
・事務所内で使用する設備機器・道具類は、
常に消毒すること
・朝・昼・晩の、定時に消毒作業を行うこと
・お預かりした書類・鍵も消毒のこと
❹仮設事務所の三密の回避
・定期的な換気をすること
・好天時の打合せは事務所外で実施のこと
❺引き取り時使用する車両の消毒の徹底
・特に運転席、ドアの取っ手等

　NGPは、新型コロナウイルス対策を徹
底しつつ、今後も復興支援に一丸となって
取り組んで参ります。

NGP協同組合、令和2年7月豪雨の対策本部を設置

新型コロナウイルスの対策を徹底し、
水没車の引き取りを通じて被災地復興支援に尽力

引き取った被災車両が並ぶ人吉ヤード ヤードに運んだ後、保険会社からの依頼内容と誤り
がないか、車両を確認

車両引き取りに使用するレッカー車及び積載車、ヤ
ード内で車両を移動させるフォークリフトは、組合
員各社が持ち込んだもの



　国土交通省は6月21日、「自動車検査証
の電子化に関する検討会」による報告書を
発表しました。
　政府は、自動車保有関係手続きにおいて
申請者の負担軽減を図るため、オンライン
で一括して申請が可能となるワンストップ
サービス（OSS）を推進しており、OSS
の利便性向上に向けて車検証の電子化にも
取り組む方針を示しています。同会は、車
検証の電子化に向けた方策や技術要件など
を検討することを目的に、2018年に発足
しました。
　同報告書は、❶はじめに、❷自動車検査
証の電子化の基本的方向性（フェーズⅠ）、
❸自動車検査証の電子化によるICチップの
空き領域の利活用（フェーズⅡ）、❹自動車
検査証の電子化のための技術的要件、❺今
後の進め方、の5項目で構成されています。

車検証の電子化について

　車検証の電子化については2019年5月
に公布された道路運送車両法の一部改正で
定められており、同改正の施行時期につい
ては公布から4年以内とされていました。
今回の報告書では、2023年1月から車検
証の電子化（ICチップ化）の導入を目指す
方針を発表しています。
　2005年に開始されたOSSですが、利用
率は地域によって大きな差があります。従
来、継続検査などをOSSで申請した場合
でも車検証の受け取りのために運輸支局な
どに出向く必要がありました。今回の電子

化が実装されるとその必要がなくなるため、
申請者の負担が大きく軽減されることにな
ります。
　また搭載されるICチップについては、現
行の車検証に記載されている内容以外に、
車両情報や整備履歴、自動車保険などの情
報を記録する活用方法が検討されています。

電子化後の車検証のサイズ

　電子化された車検証は、ID-1型カード
と呼ばれる国際規格に準拠したサイズで、
キャッシュカードや運転免許証などと同じ
にする方針が示されています（図2）。

今後の進め方
　今後、MOTAS（自動車登録検査業務電
子情報処理システム）の改修を行い、セキ
ュリティー問題などの対応を目指します。
また、今般の新型コロナウイルスの感染拡
大を受けて、行政手続きにおけるデジタル
化の促進が求められています。それらの社
会的動向を踏まえて、自動車検査登録手続
きにおいても車検証の電子化と併せて、マ
イナンバーカードとの連携に向けた環境整
備を目指していく考えが示されています。

2023年から自動車検査証はICカード化へ

国交省、自動車検査証の電子化に関する
検討会による報告書を発表

Topics

図２：報告書で示された電子化後の車検証案（左：表面、右：裏面）

図１：報告書で示された電子化に伴う申請手続きフロー



※自動車リサイクル部品産学共同研究
会が、「自動車リサイクル部品による環
境負荷低減効果の研究」の結果をもと
に、NGPが販売したリユース部品の
90品目（左右ある部品を含むと115
品目）を対象に算出した数値です。

※リターナブル梱包材の利用に伴う削
減効果はNGP協同組合独自のCO2排
出量削減の取り組みです。段ボールに
代えて、専用梱包材を繰り返し使用す
ることを前提に削減効果を算出してお
ります。

NGP 今月のCO2削減量
リユース部品利用に伴うCO2 削減量

リターナブル梱包材利用に伴うCO2 削減量

令和2年６月： 1.6t

令和2年６月： 2,473t

　本コーナーはNGPリサイクル部品ができるまで
の過程を解説し、リサイクル部品の品質・安全性確
保や地球環境負荷低減に向けて、NGPがどのよう
に取り組んでいるかを紹介して参ります。
　第2回目は、リサイクル部品として使用可能な部

品を取り外した後の使用済み自動車の処理、再資
源化までの流れについて紹介します。NGPでは
使用済み自動車の再資源化のために、最新設備と
高い技術力で有用な金属類を回収し、環境のため
の資源循環事業を展開しています。

　NGPは、環境マネジメント国際規格「 I 
SO14001」の認証取得を組合員全体で推
進しています。組合員は、それぞれの事業
内容や地域特性を考慮して、省エネルギー、
リサイクル・廃棄物抑制、大気・水質汚染
防止等の環境改善活動に組織的・継続的に
取り組んでいます。

使用済み自動車の 
適正処理

第２回

フロンガス抜き取り フロン類破壊施設で適正処理
カーエアコンの冷媒として使われるフロン類は大気に放出すると、オ
ゾン層の破壊や地球温暖化の要因となります。法令に基づいた回収後、
フロン類破壊施設にて適正に処理されます。

廃オイル・LLCの回収 廃油再生処理事業者 再生重油など

廃オイル・LLCは土壌汚染、水質汚濁の原因となるため、工場敷地外への流出防止に努め、回収後は適正引取業者に処理委託を行い、引取業者証明書によってその状
況を把握しています。その後、廃油再生処理事業者により、再生重油などとして製品化されます。

素材の分別 自動車の素材を精緻に分別するほど、素材のリサイクル率は向上します。NGPでは、車体をシュレッダー処理する前に、素
材ごとに細かく分別するための「精緻な解体」に関する研修会を開催するなど、自動車のさらなる再資源化に向けた取り組
みを進めています。

エアバッグの回収 処理事業者 金属部分の再資源化など

エアバック類はガス発生剤を使用しており爆発性があるため、自動車リサイクル法に則り安全
性を確保した上で、回収作業を行います。適法に処理・回収した後、処理施設へ運ばれ、金属
部分は原材料として再資源化されます。

【参考】2019 年度 エアバッグ類再資源化率：94.6%
※エアバッグ類再資源化率 ＝ 引き取りガス発生器再利用重量 ／ 引き取りガス発生器重量
出典：自動車リサイクル促進センター「2019 年度 再資源化等業務の実績」

廃タイヤの回収 処理事業者

廃タイヤは取り外し、法令で定められた収集運搬業者へ引き渡しています。その後、処理業者
にて切断・破砕加工がされ、ゴム製品等の原材料や工場等で燃料としてリサイクルされます。

原形・加工利用 、 
熱利用、海外輸出など

【参考】2018 年廃タイヤ（使用済みタイヤ） 
	 のリサイクル状況

原形・加工利用 17%
熱利用 65%
海外輸出 15%
リサイクル利用合計 97%
出典：日本自動車タイヤ協会 
	 「日本のタイヤ産業 2019」

廃バッテリーの回収
補機バッテリー 処理事業者 鉛・ステンレス・プラスチックの再資源化など

駆動用バッテリー 処理事業者 ニッケル、コバルトの再資源化など

補機バッテリー（鉛電池）、駆動用バッテリー（リチウムイオン、水素ニッケル）ともに適切に回収し、それぞれに処理事業所へ引き渡します。その後、補機バッテリー、
駆動用バッテリーともに使用原材料の再資源化などによってリサイクルされます。

使用不可能な部品

リサイクル部品・リビルト部品適正処理解体

使用済み 
自動車

使用可能な部品

自動車の
ボデーを
プレス機で
圧縮

工業用
シュレッダーで
破砕

　 工業用シュレッダーで破砕した後、磁石や風の力などで鉄、非鉄金属、シュレッダーダストに分別します。
● 鉄  電気炉メーカー  素材として再生
● 非鉄金属（銅・アルミ）  精錬メーカー  素材として再生
　 鉄及び非鉄金属は、電気炉メーカー及び精錬メーカーで熔解され、素材として再生されます。
● シュレッダーダスト（ASR）  処理施設  最終処分
　 鉄及び非鉄金属を取り除いたシュレッダーダストは処理施設に運ばれ、熱源などとして再利用されます。

NGP　リサイクルパーツ ができるまで

【参考】 2019 年度 ASR 再資源化率：96.3%

出典：自動車リサイクル促進センター「2019 年度 再資源化等業務の実績」

※ ASR 再資源化率 ＝ リサイクル施設投入 ASR 重量　−　排出残さ重量
引き取り ASR 重量



NGP、ベルマーク「バーチャル説明会」に協力

自動車リサイクル事業の概要や 
循環型社会構築へ向けたNGPの取り組みを動画で紹介
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FSC® 森林認証紙、ノン VOC インキ（石油系溶剤 0％）など印刷資材と製造工程が環境に
配慮されたグリーンプリンティング認定工場にて、印刷事業において発生する CO₂ 全てを
カーボンオフセット（相殺）した「ゼロカーボンプリント」で印刷しています。

　NGP協同組合が協賛団体として2012
年より加入しているベルマーク教育助成
財団（銭谷眞美理事長）は、新型コロナ
ウイルス感染拡大防止のため、全国94
会場で予定していた「2020年度ベルマ
ーク運動説明会」の開催を、全会場で中
止しました。説明会の中止に伴い、同財
団はWebサイト上（https : / /www.
bellmark.or.jp/）に「バーチャル説明会」
コーナーを設置し、財団の現状や支援実
績などに関する説明動画を公開していま
す。
　全国の説明会に参加を計画していた
NGPはバーチャル説明会の取り組みに
協賛し、説明会会場で放映を予定してい
た「廃車王サービス」と「SDGsの取り
組み」を紹介する動画を提供しました。
　「廃車王サービス」の動画では、廃車

王のサービス内容紹介を入り口として、
国内における使用済み自動車の発生台数
を示し、使用済み自動車をリサイクル部
品及び資源として再利用することが、い
かに循環型社会の構築に貢献するかを解
説しています。
　「SDGsの取り組み」を紹介する動画
では、冒頭で廃棄物を抑制し環境負荷低
減につながる自動車リサイクル事業が、
持続可能な社会の実現に必要不可欠なも
のであることを説明するとともに、国内
最大級の産業廃棄物不法投棄事件「豊島
事件」の概要を示し、その過ちを繰り返
さないために何ができるかを考えること
の重要性を訴えています。
　これらの動画は現在、ベルマーク教育
助成財団のWebサイト上で公開されて
います。

組合員情報変更
支部 会社名 変更内容 変更後 変更日
北関東 カースチール株式会社 会社代表 代表取締役　金子　剛 2020年6月23日
九州 株式会社パーツランド東部 会社代表 代表取締役　村田　慎一郎 2020年7月1日

ベルマーク教育助成財団Webサイト内「バーチャ
ル説明会」で公開されているNGPの動画

　国土交通省は6月25日、国連の自動車
基準調和世界フォーラム（WP29）第181
回会合において、自動運行装置（レベル3）
に係る国際基準が初めて成立したことを発
表しました。日本は、WP29傘下の専門
家会議などにおいて共同議長などの役職を
担い、官民オールジャパン体制で議論をリ
ードしました。
　自動運行装置の国際基準の主な要件は、
・自動運転システムが作動中、乗車人員お

よび他の交通の安全を妨げるおそれがない
ことについて、注意深く有能な運転者と同
等以上のレベルであること
・運転操作引き継ぎの警報を発した場合に
おいて、運転者に引き継がれるまでの間は
制御を継続すること。運転者に引き継がれ
ない場合はリスク最小化制御を作動させ、
車両を停止すること
・運転者が運転操作を引き継げる状態にあ
ることを監視するためのドライバーモニタ

自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第181回会合開催

自動運行装置（レベル3）に係る国際基準が成立
リングを搭載すること
などが挙げられました。
　国内においては今回の国際基準の成立に
先行して、今年4月1日に同等の内容で自
動運行装置に対する保安基準を施行してい
ます。自動運行装置の保安基準の詳細に関
しては国土交通省Webサイトまたは、
NGPニュース2020年5月号「国交省、自
動運転車に関する安全基準を策定」で紹介
しています。


